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新しい国土形成計画について 

国土交通省国土計画局総合計画課 

 

 国土交通省においては、我が国が人口減少時代を迎えようとしている今日、新たな時代

の要請に的確に対応した国土計画制度とするため、これまでの国土総合開発法を抜本的に

改正し、国土総合開発計画に代えて、新たに国土形成計画を策定することとした。ここで

は、新たな国土計画制度について御報告するとともに、今後の国土形成計画の策定に向け

た取り組みについて御紹介することとしたい。 

 

１．これまでの国土計画の経緯 

 国土計画は、土地、水、自然、社会資本、産業集積、文化、人材等によって構成される

国土の望ましい姿を示す長期的、総合的、空間的な計画である。 

我が国の戦後の国土計画は、昭和 37 年に策定された第１次全国総合開発計画以来、国

土総合開発法に基づく全国総合開発計画（以下「全総計画」という。）を中心として展開さ

れてきた（図表１）。 

これまで５次にわたり策定されてきた全総計画は、その時々の時代の要請に応じた諸問

題の解決に向けて策定、推進されてきた。戦後半世紀を経て、国土全体では工場・教育機

関等の地方分散（図表２）、中枢・中核都市の成長が図られ、戦後から今日まで長期的にみ

れば、大都市への急激な人口流入傾向が収束に向かい（図表３）、地域間の所得格差もかな

り縮小されるに至っている。また地域的にみても、都市においては公害の防止と混雑緩和

の兆し、地方圏においては公共施設整備がゆきわたるとともに整備水準の向上が図られた

ことなど、生活環境の改善も大きく進んでいる。こうした充実に伴い、国民には国土の美

図表１ 全国総合開発計画の比較
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成
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多極分散型国土を構築する
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ロジェクトを推進することに
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し、過密過疎、地域格差を解
消する。

拠点開発構想

目標達成のため工業の分散
を図ることが必要であり、東
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しさや地域の個性ある文化の創造、自然との

共生に関心を向けるゆとりが生まれている。

しかしながら、今なお東京と太平洋ベルト地

帯に偏った一極一軸構造が是正されていると

は言い難く、地方圏では、依然として過疎に

苦しむ地域は多く、地方都市では中心市街地

の空洞化が大きな問題となっている。大都市

では防災上､居住環境上の課題を抱えている

密集市街地の整備改善などの課題が残されて

いる。さらに、都市郊外部での市街地の拡大・

拡散や農山村での周辺との調和に欠けた土地

利用に伴い国土全体の景観が混乱しているこ

とや、土壌汚染、水質汚染、不法投棄が社会

問題化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国土計画制度の改革 

（１）改革の背景 

 2005年（平

成17年）から

始まった人口

減少等（図表

４）を背景に、

一般に国民の

間で不安・不

透明感が存在

している。国

土政策上も、

前述の課題に

加え、地域社

会の維持が困

図表２：工業出荷額の地域別シェアの推移 

図表３：大都市圏への人口流入傾向の収束 

図表４：我が国の人口の長期的な推移 
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（出典） 総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」、
国土庁「日本列島における人口分布変動の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
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難な地域の拡大、農地の急激な荒廃や適正に管理されていない森林の増大（図表５）など

の喫緊の課題が表面化しつつある。また、国際的には、東アジア経済圏が急速に台頭して

おり、我が国が21世紀中も経済社会の活力を維持・発展させていくためには、東アジア諸

国との緊密な連携が極めて重要となる（図表６）。これらの国内的、国際的な喫緊の課題に

適切に対処するためには、国土を対象とした長期的、総合的かつ空間的な計画である国土

計画において、国土及び国民生活の将来の姿を明確に示すことが求められている。 

 しかし、我が国の国土政策の根幹

を定める全国総合開発計画の根拠法

である国土総合開発法にあっては、

それが制定された昭和 25 年当時の

社会経済情勢等を背景に、開発を基

調とした量的拡大を志向したものと

なっていた。このため、地方分権や

国内外の連携に的確に対応し

つつ、国土の質的向上を図り、

国民生活の安全・安心・安定

の実現を目指す成熟社会にふ

さわしい国土のビジョンを提

示する上で、計画制度を抜本

的に見直すことが求められて

いた。 

 

（２）改革の経緯 

国土計画の改革については、第５次全国総合開発計画「21世紀の国土のグランドデザイ

ン」（平成10年３月閣議決定）において、国土計画の理念の明確化、地方分権等諸改革へ

の対応、指針性の充実といった要請に応え得る国土計画の確立を目指すことが明記された。

また、「第２次地方分権推進計画」（平成11年３月閣議決定）においても、国土総合開発計

画及び国土利用計画の見直し等が明記された。 

これらを受けて、国土審議会において調査審議を進め、平成12年11月には、国土審議

会政策部会・土地政策審議会計画部会審議総括報告「21世紀の国土計画のあり方」が、平

成14年11月には国土審議会基本政策部会報告「国土の将来展望と新しい国土計画制度の

あり方」がとりまとめられた。 

さらに、平成 14 年１月に閣議決定された「構造改革と経済財政の中期展望について」

において、全国総合開発計画等について抜本的にその在り方を見直すこととされた。 

平成15年６月には、国土審議会に調査改革部会が設置され、「国土計画制度の改革」と、

我が国の国土の現状と課題を検討し、長期的な視点に立った国土政策の対応方向を示す「国

土の総合的点検」について調査審議が行われた。平成16年５月にとりまとめられた国土審

議会調査改革部会報告「国土の総合的点検」は、国土全般の現状と課題及び今後の国土政

策の基本的方向を示し、その中で、「人口減少・高齢化」「国境を越えた地域間競争」「環境

問題の顕在化」「財政制約」「中央依存の限界」といった国土づくりの転換を迫る新たな潮

図表５：耕作放棄地面積の推移と林家の間伐実施状況 

図表６：世界経済に占める各国のシェア 
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流を踏まえ、国土計画自体も大胆にその改革を図るべきとした。 

国土交通省においては、これまでの国土審議会における検討を踏まえ、我が国が人口減

少時代を迎えようとしている今日、新たな時代の要請に的確に対応した国土計画制度とす

るため、これまでの国土総合開発計画を「国土形成計画」に改めるとともに、計画事項の

拡充、都道府県等による提案制度及び広域地方計画の創設等を行うなど、国土総合開発法

を抜本的に改正し国土形成計画法とする「総合的な国土の形成を図るための国土総合開発

法等の一部を改正する等の法律案」を平成17年３月１日に閣議決定し第162国会に提出し

た。同法案は、国会における活発な審議を経て、同年７月22日に成立、同29日に公布さ

れた（同年12月22日施行）。 

 

（３）改革のポイント 

 「総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律」のポ

イントは、以下のとおりである。 

① 量的拡大を図る「開発」を基調としたこれまでの国土計画から、国土の質的向上を

図るため、計画対象事項を見直し、国土の利用、整備及び保全に関する施策を総合的

に推進する国土計画に改編したこと。 

② 国土計画の策定プロセスにおける多様な主体の参画を図るため、地方公共団体から

の計画提案制度や国民の意見を反映させる仕組みを設けたこと。 

③ 全国計画のほかに、ブロック単位ごとに、国と都府県等が適切な役割分担の下、相

互に連携・協力して策定する広域地方計画を創設し、地域の自律性の尊重及び国と地

方公共団体のパートナーシップの実現を図ること。 

④ 国土計画体系を簡素化・一体化することにより、国民にわかりやすい国土計画体系

※この他、国土利用計画との一体作成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方開発促進計画の廃止など、国土計画体系の簡素化・一体化を図り、
国民に分かりやすい国土計画に再構築する。

国と地方の協働によるビジョンづくり 開発中心からの転換

フローの拡大に加え

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変

成

熟

社

会

型

の

計

画

量

的

拡

大

「
開

発

」
基

調

景観、環境を含めた

国土の質的向上

フローの拡大に加え

ストックの活用
フローの拡大に加え

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保
利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変

計画事項等の
拡充・改変

成

熟

社

会

型

の

計

画

成

熟

社

会

型

の

計

画

量

的

拡

大

「
開

発

」
基

調

量

的

拡

大

「
開

発

」
基

調

景観、環境を含めた

国土の質的向上
景観、環境を含めた

国土の質的向上

全国計画全国計画

広域地方
計画

広域地方
計画

国による明確な国土及び
国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

国による明確な国土及び
国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごと
に、国と都府県等が適切
な役割分担の下、相互に
連携・協力して策定

ブロック単位の地方ごと
に、国と都府県等が適切
な役割分担の下、相互に
連携・協力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の
地方支分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済
界等が対等な立場で協議する場（広域地方計画協議
会）を組織

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を
聴く仕組みなし

国

土

形

成

計

画

国

土

形

成

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律（国土形成計画法）
※平成１７年７月２９日公布、１２月２２日施行

図表７ 「国土計画制度の改革」のポイント
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に再編したこと。 

 

（４）新たな国土計画制度の概要 

①法律の題名及び計画の名称 

・法律の題名：「国土総合開発法」→「国土形成計画法」 

・計画の名称：「国土総合開発計画」→「国土形成計画」 

・国土形成計画は、「全国計画」と「広域地方計画」とする。 

 ※都府県総合開発計画、地方総合開発計画、特定地域総合開発計画を廃止。 

②国土形成計画の定義（下線部が国土総合開発計画との変更箇所） 

「国土形成計画」とは、国土の利用、整備及び保全（以下「国土の形成」という。）

を推進するための総合的かつ基本的な計画で、次に掲げる事項に関するものをいう。 

ア）土地、水その他の国土資源の利用及び保全 

イ）海域の利用及び保全（排他的経済水域及び大陸棚に関する事項を含む。） 

ウ）震災、水害、風害その他の災害の防除及び軽減 

エ）都市及び農山漁村の規模及び配置の調整並びに整備 

オ）産業の適正な立地 

カ）交通施設、情報通信施設、科学技術に係る研究施設その他の重要な公共的施設

の利用、整備及び保全 

キ）文化、厚生及び観光に関する資源の保護並びに施設の利用及び整備 

ク）国土における良好な環境の創出その他の環境の保全及び良好な景観の形成 

③国土形成計画の基本理念 

・人口及び産業の動向その他の社会経済構造の変化に的確に対応し、 

ア）特性に応じて自立的に発展する地域社会 

イ）国際競争力の強化及び科学技術の振興等による活力ある経済社会 

ウ）安全が確保された国民生活 

エ）地球環境の保全にも寄与する豊かな環境 

の基盤となる国土を実現するよう、 

・我が国の国土に関する諸条件を維持向上させる国土の形成に関する施策を、国内外

の連携の確保に配意しつつ、適切に定めること。 

・地方公共団体の主体的な取組を尊重しつつ、全国的な規模で又は全国的な視点に立

って行わなければならない施策の実施その他の国が本来果たすべき役割を踏まえ、

国の責務が全うされること。 

④全国計画 

ア）計画内容 

・総合的な国土の形成に関する施策の指針となるべきものとして、①基本的な方針、

②目標、③全国的な見地から必要とされる基本的な施策について定める。 

・環境の保全に関する国の基本的な計画との調和が保たれたものとする。 

イ）作成手続 

・国土交通大臣は、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、関

係行政機関の長に協議し、都道府県・政令指定都市の意見を聴き、国土審議会の調
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査審議を経て、計画の案を作成し、閣議の決定を求める。 

・国土利用計画全国計画と一体のものとして作成することとする。 

⑤全国計画に係る政策の評価 

・全国計画作成後一定期間経過したときには、政策評価法に基づく政策評価（政策レ

ビュー）を行うこととする。 

⑥全国計画に係る提案等 

・都道府県・指定都市は、全国計画又はその変更の案の作成について、素案を添えて、

国土交通大臣に対し提案することができる。 

・国土交通大臣は、提案を踏まえた案の作成をしないときは、国土審議会の意見を聴

いた上で、その旨及び理由を当該都道府県・指定都市に通知する。 

⑦広域地方計画区域 

・首都圏、近畿圏、中部圏その他の二以上の都府県の区域であって、一体として総合

的な国土の形成を推進する必要があるものとして政令で定める区域（広域地方計画

区域）について、広域地方計画を定める。 

⑧広域地方計画 

ア）計画内容 

・広域地方計画区域における国土の形成に関する①方針、②目標、③広域の見地から

必要とされる主要な施策（特に必要があると認められる区域外にわたるものを含

む）を定める。 

イ）作成手続 

・国土交通大臣は、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、広

域地方計画協議会における協議を経て、関係行政機関の長に協議して計画を作成す

る。 

⑨広域地方計画協議会 

・広域地方計画及びその実施に関し協議するため、広域地方計画区域ごとに国の地方

支分部局、関係都府県、関係指定都市からなる協議会を設ける。 

・協議会は、区域内の市町村、区域に隣接する地方公共団体その他密接な関係を有す

る者を協議会に加えることができる。 

⑩広域地方計画に係る提案等 

・市町村は、広域地方計画の策定又は変更について、素案を添えて、都府県を経由し

て国土交通大臣に対して提案することができる。 

・国土交通大臣は、提案を踏まえた変更をしないときは、協議会の意見を聴いた上で、

その旨及び理由を当該市町村に通知する。 
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基
本
と
す
る

全国計画 広域地方計画

総合的な国土の形成に関する施策の指針
（府省横断的な計画）

【計画の内容】
・国土の形成に関する基本的な方針
・国土の形成に関する目標
・全国的な見地から必要とされる基本的な施
策（個別事業名は原則として記述しない）

都道府県・政令市から計画作成・変更提案

国土交通大臣が案を作成

閣議決定

国土審議会
の調査審議

都道府県・政令市
からの意見聴取

パブリックコメント

広域地方計画区域における国土形成の計画

【計画の内容】
・当該区域の国土の形成に関する方針
・当該区域の国土の形成に関する目標
・広域の見地から必要とされる主要な施策
（個別事業名を含む）

市町村から計画作成・変更提案（都府県経由）

国土交通大臣が決定

広域地方計画協議会
対等な立場で協議

パブリック
コメント

学識経験者
からの意見聴取

国の地方
支分部局

関係都府県

関係政令市 地元経済界等

２以上の都府県の区域で政令で定める区域

図表８ 新たな国土形成計画の枠組み

 

⑪大都市圏整備法の改正及び地方開発促進法の廃止 

・首都圏、近畿圏及び中部圏の事業計画を廃止し、三圏の計画は首都圏整備計画、近

畿圏整備計画、中部圏開発整備計画に一本化を図る。 

・三圏の整備計画、国土形成計画との調和が保たれたものとする。 

・東北開発促進法、九州地方開発促進法、四国地方開発促進法、北陸地方開発促進法

及び中国地方開発促進法は、廃止する。 

図表９ 国土計画制度の再編

全

国 全国総合開発計画

基本計画

東北開発促進計画

現行の国土計画 新しい国土計画

首
都
圏

近
畿
圏

中
部
圏

地

方

首都圏整備計画

新制度に発展的に吸収

調和

調和

国土利用計画全国計画国土利用計画全国計画

（計画の統合）

（廃止）

※国土の利用に関して
○他の国の計画の基本

基
本
と
す
る

国土形成計画（全国計画）

調和

※首都圏整備法、近畿圏整備法、中部圏開発整備法に基づく計画については、密集市街地等の大規模地震への脆弱性など、大都市圏における過密問
題への対応等が依然として重要な課題であることを踏まえ、制度として存続させつつ、計画の簡素化を図ることとした。

基
本
と
す
る

（廃止）

（廃止）

法改正

一
体
的
作
成

整備計画（５年）

事業計画（毎年度） 事業計画（毎年度）

基本整備計画

事業計画（毎年度）

近畿圏整備計画

事業計画（毎年度）

基本開発整備計画

事業計画（毎年度）

中部圏開発整備計画

事業計画（毎年度）

北陸地方開発促進計画

中国地方開発促進計画

四国地方開発促進計画

九州地方開発促進計画

基本とする

国
土
形
成
計
画
（広
域
地
方
計
画
）

（廃止）

（廃止）

（廃止）

（廃止）

（廃止）

 



8 

３．国土形成計画の策定について 

（１）全国計画の策定 

 全国計画については、平成17年９月、国土審議会に計画部会を設置し、本格的な検討を

開始したところである。同年10月には、主要な計画課題と考えられる事項のうち、特に専

門的な観点からの調査が必要と思われる５つの分野（ライフスタイル・生活、産業展望・

東アジア連携、自立地域社会、国土基盤、持続可能な国土管理）それぞれについて、計画

部会に専門委員会を設置し、今後検討を深めていくこととしている。 

 今後は、平成18年秋頃を

目途に計画部会において中

間報告をとりまとめ、平成

19 年中頃までを目途に全

国計画を閣議決定する予定

である。 

 計画の策定過程において

は、今回の制度改正を踏ま

え、多様な主体の国土計画

への参画を促すため、地方

公共団体や経済団体を始め

とする多様な主体との意見

交換に努めていきたいと考

えている。 

 

（２）広域地方計画の策定 

 広域地方計画については、

計画の策定に先立ち、広域

地方計画区域を定める必要

があることから、平成 17

年９月、国土審議会に圏域部会を設置し、地域ブロックの区分のあり方について検討を開

始したところである。広域地方計画区域は、平成18年度前半を目途に決定する予定である。

広域地方計画区域が決定後、広域地方計画の策定に向けた準備を進め、全国計画策定の１

年後を目途に広域地方計画を策定することを予定している。 

 

４．まとめ 

 国民の間で将来に対する不安・不透明感がある中、国土形成計画を通じて、国土政策上

の様々な課題に対する処方箋を示し、国民が安心して生活しうる国土の将来像と豊かでゆ

とりある国民生活のあるべき姿を示していきたい。今後の計画策定過程においては、多様

な主体の国土計画への参画を促すため、国土交通省としても、広く国民の関心を喚起して

いくこととしているが、国土・地域の望ましい将来ビジョンを描くため、各主体の積極的

な取り組みを期待している。 

 
国土審議会 計 画 部 会 

圏 域 部 会 

産業展望・東アジア連携専門委員会 

国土基盤専門委員会 

持続可能な国土管理専門委員会 

全国計画の案の作成に関

する調査審議 

一体として総合的な国土の形成を推進

することが必要な地域の区分のあり方

についての調査審議 

ライフスタイル・生活専門委員会 

自立地域社会専門委員会 

多様な価値観の中で想定されるライフスタ
イル、生活圏域のあり方、生活の場として
の都市に関わる諸問題 

我が国の国際競争力、東アジアとの都市間
連携 

人口減少が進展する中での、多様な社会的
サービスを持続的に提供する仕組み、地域
の自立的な取組による地域活性化 

経済のグローバル化への対応や国民生活の
安全・安心・安定の確保に資する国土基盤
整備 

国民の生活の基盤である国土を適切に利用
して将来の世代によりよい状態で継承する
ための持続可能な国土管理 

主要な計画課題と
考えられる５つの
分野について、専
門的に調査 

図表１０：国土審議会における調査審議体制 


